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2024 年 6 月 21 日 

NGO・外務省定期協議会 

2024 年度「全体会議」資料 

 

2023 年度活動報告と 2024 年度活動計画 

 

連携推進委員会 NGO 側委員会  

 

１．2023 年度 活動報告  

2023 年度の NGO・外務省連携推進委員会（以下本会議）は、会場とオンラインによるハイブ

リッド形式で 7 月、12 月、3 月の 3 回開催された。特に 12 月は地方開催を実施。JICA 関西の

協力のもと、関西にて開催をすることができた。毎回 80 名近くが出席し、外務省と NGO 関係

者との間で、NGO と ODA の連携に関する情報共有と議論が行われた。また、本会議開催にあ

たって、事前の打合せやテーマごとにタスクフォース（TF)を開催し協議を行った（全体会議に

ついては、G7 の開催や関係者のスケジュールから 2023 年 8 月に開催した）。 

また、NGO 側委員会の賛助会員会合も通常開催している 6 月に加え、賛助会員から主に N 連

実施要領改定に関しての意見聴取や N 連に関する外務省との交渉の進捗の報告機会を設けた。 

 

以下、活動の柱として主に取り組んだ（１）日本 NGO 連携無償資金協力（N 連）、（２）

NGO 活動環境整備支援事業（N 環）、（３）重点課題の各項目について報告する。 

 

（１）N 連 

 ４月７日に例年通り、2023 年度の N 連実施要領説明会を実施。民連室より、事業期間終了後

の予算の移動、完了報告書の提出期限の４か月後への変更、現地スタッフへの傷害保険適用範

囲の拡大などの変更が報告された。 

 2023 年度は計７回の N 連 TF 会合が行われ、民連室との間で、率直かつ真摯な意見交換や協

議を行った。協議された項目は、主に以下の３点に集約される。A.実施要領改訂にかかる協議、

B.当年度の N 連審査にかかる協議、C.N 連予算増額に向けた協議 である。 

 

A. 実施要領改訂にかかる協議 

 例年通り、11 月に意見集約のためのアンケート調査を行い、その結果を踏まえて 12 月から１

月にかけての TF 会合で協議を行った。また、民連室からも改訂への提案をいただき、同時に協

議を行った。その結果として、変更報告が不要な場合の範囲が拡大される変更などが、新年度
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（2024 年度）の実施要領に反映された。ただ、多くの要望でご理解をいただいたものの反映さ

れていないものも多くあり、引き続き協議を行ってゆきたい。 

 

B.当年度の N 連審査にかかる協議 

 本件は、年度を通じた最大の課題であった。前年度の予算不足を背景にした継続案件の次年

度への先送りに多くの団体にご理解ご協力をいただいたものの、2023 年度も多くの団体から新

規案件申請が行われ、当年度も新規案件枠に対する予算不足が予想された。2022 年度は民連室

からの新規案件審査の結果通知の遅れや予算削減の要望、継続案件の次年度先送りの要望など

が各団体の事業運営に少なからず影響を与えた。そのため、当年度は民連室と N 連 TF を中心に

緊密な連絡、調整を行うことを通じ意見交換、協議を行い、必要に応じて NGO 全体への情報提

供や意見聴取を行いつつ、理解の醸成を図った。 

 しかしながら、予算全体の不足は致し方なく、新規申請案件はすべて単年度案件への変更を

余儀なくされた。さらに、翌年度以降の N 連予算の予想をもとに、安定した N 連の審査、採

択、実施を行うべく民連室と協議を行い、新規案件予算枠の創出のための方策として、再度継

続案件の次年度先送りや金額による申請枠の設定などを検討し実際に適用されることになっ

た。 

 一方で、財務省協議において実施要領にはない資料の提出が求められるようになり、民連室

と検討の上、申請団体への説明会の実施を通じて理解と協力を求めた。 

 年度終盤、民連室の尽力により N 連予算が確保されることになり、最終的に過去最高の 69 億

5 千万余りの契約締結額となった。 

 

C.N 連予算増額に向けた協議 

 上記 B.で記した予算に関する問題の根本は、各団体からの N 連申請件数及び金額が増加する

一方で N 連全体の当初予算における年間予算が増加しないことが最大の課題である。しかしな

がら、無償資金協力予算の中で N 連予算の枠がなく、かつ国際情勢によって予算確保が影響を

うける中、2024 年度予算において無償資金協力予算自体が削減される状況で N 連予算の増額を

実現することは非常に困難な状況であった。民連室には補正予算を中心に単年度案件としての

予算確保に尽力いただいたが、開発事業が中心の N 連においては、複数年度事業が実施できる

予算の確保が必須である。今後も、この課題のへの取り組みが非常の大きなチャレンジである

ことは間違いない。 

 

（２）N 環 

国際協力 NGO の実態調査の一環として、関西 NGO 協議会が令和 5 年度の NGO 研究会でま

とめた「NGO の基盤強化（NGO）自らが行う強化策、政府・企業等の強化施策等）の過去の実
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績と新しい時代に求められる手法と施策」の報告を受けて、中小 NGO のキャパビルについて話

し合いを行った。また、N 環のスキームである NGO 相談員事業、インターン・プログラム、ス

タディ・プログラム、NGO 研究会について、事業内容や予算の検証を行った。 

 

（３）重点課題 

開発協力大綱が改定され、新たに市民社会が ODA の戦略的パートナーとして位置付けられた

ことを受けて、それに対応する ODA の実装についてどのようなものがあるのかについて説明を

求めた。外務省からはオファー型協力が一つの事例であるとの回答を得たが、その後 2 回あっ

た本会合を通じて具体的な NGO との連携のスキームの創設拡充に関わる具体的で十分な情報開

示はなかった。また、外務省側からは重点課題として、NGO の組織力強化がテーマとして出さ

れ、タスクフォースを通じて、外務省側の認識の説明を受け、NGO 側からは現状の組織力強化

の施策および NGO 側のニーズについて説明協議した。 

第 2 回連携推進委員会本会合（関西開催）の翌日連携推進委員会合宿を実施した。日下部国

際協力審議官も参加し、今後の連携推進委員会の各アジェンダの展望や進め方について協議を

行った。 

かねてより申し入れていた政務 3 役へのブリーフィングについては第 3 回本会合の直前に、穂

坂康外務大臣政務官に対して実施した。 

 

2023 年度 連携推進委員会関連会合一覧 

1 2023 年 4 月 7 日（金） N 連実施要領説明会（NGO 側委員会主催・オンライン） 

2 2023 年 4 月 20 日（木）  新旧委員引き継ぎミーティング（総会） 

3 2023 年 5 月 11 日（木） 委員ミーティング 

4 2023 年 6 月 8 日（木）  連携推進委員ミーティング 

5 2023 年 6 月 22 日（水） 賛助会員説明会 

6 2023 年 6 月 26 日（月） 重点課題タスクフォース 

7 2023 年 6 月 29 日（水） 第 1 回連携推進委員会議題調整会議 

8 2023 年 7 月 11 日（火）   第 1 回連携推進委員会 

9 2023 年 7 月 27 日（木）   全体会議に向けた打ち合わせ 

10 2023 年 8 月 10 日（木） NGO・外務省定期協議会 全体会議 

11 2023 年 8 月 31 日（木） 重点課題タスクフォース 

12 2023 年 9 月 13 日（水） N 環タスクフォース 

13 2023 年 9 月 20 日（火） 連携推進委員ミーティング 

14 2023 年 9 月 28 日（木） N 連タスクフォース 

15 2023 年 10 月 6 日（金） N 連タスクフォース 

16 2023 年 10 月 27 日（金） 重点課題タスクフォース 

17 2023 年 11 月 2 日（木） N 連タスクフォース 
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18 2023 年 11 月 10 日（金） 連携推進委員ミーティング 

19 2023 年 11 月 14 日（火） 第 2 回連携推進委員会議題調整会議、 

重点課題タスクフォース 

20 2023 年 11 月 16 日（木） 賛助会員向け N 連タスクフォース報告会 

21 2023 年 11 月 21 日（火） N 環タスクフォース 

22 2023 年 12 月 1 日（金） 第 2 回連携推進委員会 

23 2023 年 12 月 2 日（土） 委員ミーティング（合宿） 

24 2023 年 12 月 13 日（水） 重点課題タスクフォース 

25   2023 年 12 月 21 日（木） N 連タスクフォース 

26 2023 年 12 月 22 日（金） 賛助会員向け N 連タスクフォース報告会 

27 2024 年 1 月 18 日（木） N 連タスクフォース 

28 2024 年 2 月 2 日（木）     委員ミーティング 

29 2024 年 2 月 9 日（金）     賛助会員向け N 連タスクフォース報告会 

30 2024 年 2 月 15 日（木） 重点課題・N 環タスクフォース 

31 2024 年 2 月 29 日（木） 第 3 回連携推進委員会 事前打ち合わせ 

32 2024 年 3 月 13 日（水） N 連タスクフォース 

33 2024 年 3 月 18 日（月） 第 3 回連携推進委員会 

34 2024 年 3 月 26 日（火） N 連タスクフォース 

  

2023 年度 NGO・外務省定期協議会連携推進委員会 NGO 側委員・専門員一覧 五十音順 

安達三千代 東北 NGO リーグ幹事（所属：認定 NPO 法人 IVY 事務局長・理事） 

熱田典子  特定非営利活動法人関西 NGO 協議会 副代表理事（所属：公益社団法人アジア協会

アジア友の会 事務局長代理） 

池田誠   北海道 NGO ネットワーク協議会 理事（所属：一般財団法人北海道国際交流センタ

ー（HIF）専務理事・事務局） 

今西浩明  公益財団法人国際開発救援財団事務局長 ※賛助会員からの選出 

甲斐 聡一朗 ジャパン・プラットフォーム（JPF）NGO ユニット幹事会メンバー（所属：災害

人道医療支援会 常任理事） 

棚田雄一  特定非営利活動法人国際協力 NGO センター副理事長（所属：プラン・インターナ

ショナル・ジャパン代表理事・専務理事/事務局長） 

堀江 良彰 グローバルヘルス市民社会ネットワーク幹事（所属：特定非営利活動法人難民を助

ける会 理事長） 

安村妙   特定非営利活動法人 NGO 福岡ネットワーク事務局長 
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※代表：安達三千代 副代表：今西浩明、棚田雄一、堀江良彰 監事：池田誠 

※特別顧問：井川定一 

※連携推進委員会 NGO 側事務局 関西 NGO 協議会 担当：栗田佳典 

 

２．2024 年度活動計画 

引き続き賛助会員をはじめ全国の NGO の意見を集約しつつ、連携推進委員会やタスクフォー

スなどの会合の機会を通じ、民連室をはじめとする外務省関係部局との対話・議論を通じて、

連携・協働を拡大していく。また、今年度より NGO に対する ODA 予算増額に向けた政務関係

者との関係構築にも本腰を入れて取り組む。 

 

以下、（１）日本 NGO 連携無償資金協力（N 連）、（２）NGO 活動環境整備支援事業（N

環）、（３）重点課題、（４）国際機関と連携、各項目の計画について記載する。 

 

（１）N 連 

 下記の点について、TF を中心に民連室とコミュニケーションをとりつつ、確認、意見交換、

協議、協働を進めてゆく。 

 

A.N 連の実施にかかる事項 

   １．新規案件枠の予算確保に向けて 

   昨年度からの継続で、今年度新規案件枠の確保と同時に、来年度以降の安定した N 連予

算枠の確保を目指す。 

  ２．N 連審査時、実施時の課題への対応 

1)案件審査にかかる審査基準などの透明性の確保などについて 

2)特に、ハード案件やその他の実施要領に記載の事項について 

B.N 連予算の拡大に向けた活動 

1)N 連の成果のまとめ・見える化する作業を行い、その効果などを広く訴える 

2)外務省がまとめた調査の資料や報告書などを有効活用する。 

C.N 連実施要領改訂に関する活動 

1)10 月末までに実施要領にかかる要望一覧を民連室へ提出する。その上で、11 月下旬

（12 月の第二回連携推進委員会の前）には民連室からの回答を得る。 

2)N 連実施要領の英訳作成については、まずは今年度確保できた外務省の予算でどのよ

うな計画・動きがあるかを確認の上、どのような協働ができるかを協議、実施してゆく。 

・その他 
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「脱炭素技術海外展開イニシアティブ」に対しては、NGO 側の立場をお伝えし、情報の

共有を要望する。その上で、支援実施国における持続可能な開発に向けた有用な技術とし

て、課題や問題などがあれば、改善に向けた協議を行ってゆく。 

  

・TF の予定（大よその計画） 

6 月上旬 N 連 TF①  新規案件予算枠、実施要領英訳 

8 月中旬 N 連 TF② 新規案件申請、審査状況 

10 月下旬 N 連 TF③ 新規案件採択（外部審査状況）、年間 N 連枠の見込み、対応策 

            実施要領改訂への要望提出  

11 月下旬 N 連 TF④ 実施要領への要望事項検討 

2025 年 

1 月 N 連 TF⑤ 実施要領改訂の最終検討、年間予算見込み Update 

2 月 N 連 TF⑥ 今年度見通し、来年度の新規案件予算検討 

3 月 N 連 TF⑦ 次年度実施要領説明会調整など」 

 

（２）N 環 

・NGO 支援、強化に関する取り組みの棚卸と整理 

  これまでの NGO 研究会資料等も参考に官民実施の内容整理を行う 

・現在の N 環等のスキームの課題と対策の再整理、とりまとめ 

  昨年のアンケートに加え、受託団体へのヒアリング、具体案に関する意見を収集する 

  あがっているキーワード：マネージャー層研修、伴走支援、専門家育成・派遣、 

  バックオフィス、分野・地域別能力強化、マッチングファンド等  

  新規スキーム検討に加え、現行スキーム内で運用、マイナーチェンジで可能な改善も検討 

・上記の中で現在重点的に取り組みを検討しているもの： 

  NGO の専門性強化に資する N 環スキームの検討 

  NGO・N 連の成果の見える化（N 連共通） 

・NGO 活動環境の整備についての検討 

  ＮＧＯを取り巻く環境へのアプローチの検討 

 

（3） 重点課題 

・NGO 戦略的パートナーシップの具体化: 

  →WPSや HDP ネクサス分野での連携 (ODA 指針の目標達成に NGO による貢献・連携強

化)を外務省と協議 

JICA との連携： 

・同上 WPS、HDP ネクサス分野での連携を協議 



7 

 

・ウクライナ復興 (既に日本のＮＧＯが支援し、job training など企業連携も可を協議) 

・オファー型(N 連は全てオファー型である強みを強調)の観点で NGO 連携の拡大を協議 

議員へ日本の NGO 連携・重要性を説明、協議 

・重点課題の洗い出しワークショップ(N 環)チームと合同 

NGO のキャパビルは N 環チームへ(同じメンバー) 

 

（４）国際機関との連携 

・国際機関と NGO の連携の構築を外務省および国連機関と（日本の NGO が一部実施すること

により邦人が現地で実施しているビジビリティ・All Japan 事業のメリット)： 

WPS 分野での NGO との連携(UNDP、UNWOMEN 等) 

HDP ネクサス分野での NGO との連携 (UNHCR/UNDP 等)  

国際機関向け補正予算等の案内に日本の NGO 連携をハイライトして頂く 

・NGO 職員の国際機関出向：UNV スキーム等に日本 NGO 枠を協議 

NGO 職員の能力向上のメリット 

国際機関&日本 NGO パートナーシップ事業(日本のビジビリティが高い事業)形成(補正

や国際機関連携無償を想定) 

国際機関機関にとっても NGO(開発・人道支援)経験者は国際機関も大きなメリット 

 

2024 年度 NGO・外務省定期協議会連携推進委員会 NGO 側委員一覧 五十音順 

安達三千代 東北 NGO リーグ幹事（所属：認定 NPO 法人 IVY 事務局長・理事） 

熱田典子  特定非営利活動法人関西 NGO 協議会 副代表理事（所属：公益社団法人アジア協会

アジア友の会 事務局長代理） 

池田誠   北海道 NGO ネットワーク協議会 理事（所属：一般財団法人北海道国際交流センタ

ー（HIF）専務理事・事務局長） 

石山民子  グローバルヘルス市民社会ネットワーク幹事（所属：特定非営利活動法人アジア

砒素ネットワーク理事） 

今西浩明  公益財団法人国際開発救援財団事務局長 ※賛助会員からの選出 

河合裕司  認定 NPO 法人ジャパン・プラットフォーム NGO ユニット幹事会メンバー（所

属：特定非営利活動法人グッドネーバーズ・ジャパン海外事業部部長） 

棚田雄一  特定非営利活動法人国際協力 NGO センター副理事長（所属：プラン・インターナ

ショナル・ジャパン代表理事・専務理事/事務局長） 

安村妙   特定非営利活動法人 NGO 福岡ネットワーク事務局長 

 

※代表：安達三千代 副代表：今西浩明、棚田雄一 監事：池田誠 

※連携推進委員会 NGO 側事務局 関西 NGO 協議会 担当：栗田佳典 

以上 


